
TII
（事業子会社）

・共同研究の大型化
・共同研究の複数年化
・社会実装の加速化
・社会実装に向けたコンサル
・スタートアップ支援

・VC支援

名古屋大学

知的アセットの価値化による社会実装と大学の成長による知の創出のエコサイクルを実現する循環型経営システムの構築

子会社

東海機構 両大学の強みを活かしたシナジー創出

学術産連統括本部
知財戦略

経営企画部
パブリック・リレーション

（統合報告書）

財務部
資金運用・債券発行 

機構ＣＦＯ運営方針会議

学外委員

強化計画附議

グローバルコモンズ 世界と伍する研究大学 子会社

知的アセットの価値化を進め
るためのプラットフォームを
戦略的に整備、各大学の戦略
に基づく取組を最大化

機構CFOは担当理事を通じ
て機構各部署、TII、VCなど
多様なステークホルダーに渡
るファイナンスにかかる取組
を統括し、各大学の知的ア
セットの価値の最大化を図る

・名古屋大学は、世界と伍する研究大学になるための強化計画（以下、
「強化計画」）を策定・実行することで、教育・研究・社会貢献・国
際連携活動を拡張し、ソーシャルインパクトを加速的に増大させる

・東海機構は、これを支えるユニークかつオリジナルな財務・経営基盤を構築

研究・教育の高度化
・大学院改革 ・研究力強化
学部・研究科

資金運用
実務経験者

トップマネジメント
での海外対応を担う
マーケティング専門職

Flagship（旗艦）大学

運営の重要方針策定

エンダウメント

DO
・大学独自基金の造成

知的アセット価値化
・共同研究の推進
・スタートアップ育成

学術産連本部

研究・教育の高度化
・大学院改革
・研究力強化

学部・研究科

岐阜大学 リージョナルコモンズ
日本トップクラスの 地域の中核大学

学長

副学長
（筆頭）

大学総括

教学と運営に責任

機構VC

機構長等学内委員

名古屋大学総長が
策定した

強化計画を決議

決議

IR戦略室
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プロボスト
教育・研究の執行
教員人事/評価

大学ＣＦＯ
強化計画に

基づく資源配分

理事
（財務）

財務戦略・資源配分
エンダウメント拡大に責任

知のアセットの価値最大化に責任

GMO※1

CIO※2

※1：Global Marketing Officer
※2：Chief Investment Officer
※3：Chief Project management Officer

総長
教学と大学運営に責任
強化計画の達成に責任

エンダウメント
・大学独自基金の造成

DO (Development Office)
ファンドレイズ

企業･財団等向けの渉外経験者

知的アセット価値化
・共同研究の計画・推進
・スタートアップ育成

未来社会創造機構
オープンイノベーション

推進室

学術産連本部
知財技術移転部門
スタートアップ推進室
事業開発ユニット 知財業務経験者

目利き人材

財務･事業計画
担当役員相当経験者

CPO※3

強化計画の
進捗管理･改善提案

総長戦略本部
世界と伍する研究大学になるため

の強化計画策定・資源配分

NEW

定期報告 監督

NEW

財務･事業計画担当
経験者



取組① 名古屋大学の教育研究活動等の拡張：総長戦略本部による強化計画実行体制の整備

・民間企業等での財務・事業計画担当役員相当経験者をCPOとして
新たに任命するとともに、強化計画の進捗管理・監督を担う

・名古屋大学総長が策定した強化計画に基づき、CPOは進捗管理・監督、各担当副総長は各々
教育、研究、社会貢献、国際連携活動を展開

大
学
独
自
基
金

2

※3：Chief Project management Officer

運営方針会議

名古屋大学総長策定の強化計画を決議

再配分原資の確保

エ
ン
ダ
ウ
メ
ン
ト
造
成

強化計画附議
定期報告

決議
監督

財務･事業計画
担当役員相当経験者

IR戦略室長

IR戦略室

IR人材

IRシステム

KPI達成状況
把握・分析

EBPM支援
（Evidence-based

Policy Making）

データ収集
一元管理
可視化レポート

強
化
計
画
に
基
づ
く
執
行
責
任

VC
＜スタートアップ＞

ＴＩＩ
＜共同研究＞

機構による
連携･支援

知の創出・価値化

研究・教育の高度化

副総長
 （研究）

副総長
  （教育）

エンダウメント

 財務基盤強化
DO (Development Office)

ファンドレイジング
バックオフィス強化

副総長
（DO）

FR人材

知的アセット価値化

副総長
  （産学連携）

副総長
（国際） 知財人材

CPO※3

強化計画の
進捗管理･改善提案

進捗管理
強化計画のモニタリング

財務･事業計画担当経験者

プロボスト 大学ＣＦＯ

総長戦略本部
世界と伍する研究大学になるための

強化計画策定・資源配分

NEW

プロボスト室 財務戦略室
教育・研究の執行
教員人事/評価

強化計画に
基づく資源配分

総長
教学と大学運営に責任
強化計画の達成に責任

強
化
計
画



機構VC＜スタートアップ＞

各大学は東海機構の持つ支援プラットフォームを最大限活用

取組② 東海機構の財務経営基盤の強化：機構CFOによる大学の知的アセットの価値を最大化するシステムの確立

３連携協力･支援

岐阜大学

東海機構は様々な支援プラットフォームを戦略的に整備
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関係部署の活動を
財務面から横断的に統括
知の価値化ループの実現
各大学の自律性を担保する資源配分
ファンドレイズ戦略策定

※1：Global Marketing Officer
※2：Chief Investment Officer
※3：Chief Project management Officer

知的アセット価値化本部
学術研究･
産学官連携
統括本部長

NEW

知的アセット
クロスアポイントメント

ライセンス収入・寄附

・総長の下にプロボスト、大学CFO、CPOが参画する総長戦略本部を
新設し、強化計画を確実に実行する体制を整備、名古屋大学のヘッド
クォーターとして強化計画を立案し、総長による戦略的ガバナンスを強力にサポート

・東海機構は、知的アセット価値化本部を通じ、大学のニーズを踏まえ、様々な支援プラット
フォームを戦略的に整備

知的アセットの
価値化を

加速度的に推進

東海機構
学術研究・
産学官連携
統括本部

名古屋大学
学術研究・
産学官連携
推進本部

・産学協創・国際戦略連携部門及びスタートアップ推進
室と協働し、横串的機能を有する「事業開発ユニット
（仮称）」の新設、企業等での知財業務経験者の配置

・単独特許に係る市場性調査の実施
・学内研究者への能動的接触を図り、研究シーズを発掘
する目利き人材の配置

・新･知財管理システムの導入
・海外マーケティング専門職
（GMO）の配置

（諸外国の知財関係制度に対する知
見を活かし、海外における知的ア
セット価値化を抜本的強化）

取組③ 知的アセットの価値を最大化するための機能強化及び体制整備

名古屋大学

１計画策定 ４計画実行

総長
教学と大学運営に責任
強化計画の達成に責任

プロボスト
教育･研究の執行
教員人事/評価

大学ＣＦＯ
強化計画に

基づく資源配分

総長戦略本部
世界と伍する研究大学になるための

強化計画策定・資源配分

NEW

２連携提案

ＩＲ統括
本部長

各大学
ＣＦＯ

ＴＩＩ＜共同研究＞

東海国立大学機構

機構ＣＦＯ

理事（財務）

財務部
資金運用・債券発行

経営企画部
パブリック･リレーション
（統合報告書）

学術産連統括本部
知財戦略
スタートアップ支援

トップマネジメント
での海外対応を担う
マーケティング専門職

GMO※1

資金運用
実務経験者

CIO※2

CPO※3

強化計画の
進捗管理･改善提案

財務･事業計画
担当役員相当経験者

財務･事業計画担当経験者



本事業終了後における取組の持続性の担保
増額した自己収入などから財源を捻出し、本取組を拡充して
いく。令和７年度から徐々に補助金の割合を低下させ、補助
金支援終了後は本補助金により拡大する自己収入による自走
化を図る。

学長裁量経費・外部資金との連動
各大学の戦略に基づく知的アセットの価値化を東海機構が最大化す
る、ユニークかつオリジナルな経営体制の改革を推進。
これにより見込まれる増収により、徐々に補助金から自己資金へシ
フトさせる。

達成すべき成果目標及び具体的な評価指標（KPI）
本事業終了後における取組の持続性の担保、学長裁量経費・外部資金との連動
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成果目標 世界と伍する研究大学になるための強化計画の達成経営改革構想全体

KPI
①

ＴＯＰ１０％論文割合
令和６年度
１０.０%

令和７年度
１０.２%

令和８年度
１０.４%

令和９年度
１０.６%

過去５年平均
９.８%

KPI
②

強化計画における事業規模※

令和６年度
６６１億円

令和９年度
７２２億円

過去５年平均
６４２億円

令和７年度
６８１億円

令和８年度
７０１億円

取組② 東海機構の財務経営基盤の強化：
機構CFOによる大学の知的アセットの価値
を最大化するシステムの確立

成果目標 積極的資金運用の拡大

積極的資金運用の
過去３年平均利回りK P I

① 令和９年度
６％

過去３年平均
３.７％

積極的資金運用額K P I
② 令和９年度

２５０億円
令和５年度
１９７億円

取組③ 知的アセットの価値を最大化する
ための機能強化及び体制整備

成果目標 知的アセットの価値化

海外機関との
産学官連携収入額K P I

①

単独特許出願件数K P I
② 令和９年度

３００件
令和５年度
１７０件

取組① 名古屋大学の教育研究活動等の拡張：
総長戦略本部による強化計画実行体制の整備

成果目標 財務基盤の強化と
教育研究活動等の拡張

K P I
① 令和９年度

１１１億円
令和５年度
８２億円

名古屋大学
「大学運営基金」累計額

K P I
② 令和５年度

３９,０００件

機関リポジトリ登録累計数

令和９年度
５１,０００件

※附属病院を除く損益計算書上の経常費用

令和９年度
２.４億円

令和５年度
０.８億円



東海国立大学機構と名古屋大学のミッション・ビジョン

外部資金獲得に向けた改革
▸ 2023年10月にオープンイノベーション推進室の一部を外部法人化
し、東海国立大学機構の100％出資子会社としてTII社を設立

第３期中期目標期間中に採択を受けた事業の実績
▸機構発足に際し、マルチ・キャンパスシステム構築のため、財務会
計システム・人事給与管理システム等を統合

▸両大学の強みを組み合わせ、糖鎖生命コア研究拠点等の研究拠
点を設置

教員人事ガバナンス改革
▸プロボストを委員長とする「全学人事プロセス委員会」を設
置し、戦略的な人事を行う環境を整備

▸年度評価と６年毎の関門評価を組み合わせた短期・中期的な
貢献度を評価する制度を構築

資金配分に係るガバナンス改革
▸令和３年度から運営費交付金「成果を中心とする実績状況に
基づく配分」の結果に基づいた予算配分を実施

経営改革構想実現に向けたこれまでの成果・実績
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